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貸  借  対  照  表 
（平成２３年３月３１日現在） 

 （単位 : 千円） 

資    産    の    部 負    債    の    部 

科    目 金    額 科    目 金    額 

流 動 資 産        9,736,376 流  動  負  債 932,033

  現 金 預 金         5,493,082  預 り 金 4,270

  有 価 証 券         3,298,316  前受運用受託報酬 －

  立 替 金 23,988  前受投資助言報酬 2,430

  未収委託者報酬         765,032  未 払 金 374,934

  未収運用受託報酬 22,815     未払収益分配金 208

未収投資助言報酬 5,609     未 払 償 還 金 3,836

収益分配委託金 53     未 払 手 数 料       366,716

  前 払 費 用         32,820    未払事業所税       4,173

  未 収 収 益         610  未 払 費 用        246,155

  繰 延 税 金 資 産         94,045  未 払 法 人 税 等 148,219

固 定 資 産        2,097,053  未 払 消 費 税 等 40,942

  有 形 固 定 資 産         105,282  賞 与 引 当 金        115,080

    建 物        44,676 固 定 負 債        131,242

    器 具 備 品        60,606 退職給付引当金 87,438

  無 形 固 定 資 産         10,238 役員退職慰労引当金 32,870

    ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ        8,116 資 産 除 去 債 務 10,933

    電 話 加 入 権        2,122 負  債  合  計 1,063,275

投資その他の資産 1,981,532 純  資  産    の    部 

    投資有価証券        1,294,320 科    目 金    額 

   関係会社株式 583,968 株 主 資 本 10,739,583

    差 入 保 証 金 160,988  資 本 金 1,000,000

    そ の 他 投 資 29,225  資 本 剰 余 金 566,500

  繰 延 税 金 資 産         17,540    資 本 準 備 金 566,500

    貸 倒 引 当 金        △14,510 利 益 剰 余 金 9,173,083

投資損失引当金 △90,000   利 益 準 備 金 179,830

   その他利益剰余金 8,993,253

    別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

5,718,662

3,274,591

     評価・換算差額等 30,570

その他有価証券評価差額金 30,570 

純 資 産  合  計 10,770,153

資  産  合  計 11,833,429 負債・純資産合計 11,833,429

（記載金額は千円未満を切り捨てております。） 
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損  益  計  算  書 
平成２２年４月 １ 日から 

平成２３年３月３１日まで 

（単位 : 千円） 

科        目 内      訳 金      額 

営 業 収 益 

委 託 者 報 酬 

運 用 受 託 報 酬 

9,290,792

62,807 9,353,600

営業費用および一般管理費 

支 払 手 数 料 

そ の 他 営 業 費 用 

一 般 管 理 費 

5,061,926

1,716,662

1,920,083 8,698,672

営 業 利 益             

営 業 外 収 益            

受 取 配 当 金 

有 価 証 券 利 息 

受 取 利 息 

雑 益 

営 業 外 費 用

24,837

9,996

1,538

5,355

654,927

41,728

1,249

2,416

1,756

2,135

8,385

6,103

90,000

695,406

2,416

108,380

経 常 利 益             

特 別 利 益 

投資有価証券売却益 

特 別 損 失 

投資有価証券売却損 

   資 産 除 去 債 務 

       投資有価証券評価損 

ゴルフ会員権評価損 

投資損失引当金繰入 

税 引 前 当 期 純 利 益              
 589,441

法人税、住民税および事業税              309,731

法 人 税 等 調 整 額              △59,792 249,939

当 期 純 利 益              339,501

 

  （記載金額は千円未満を切り捨てております。） 
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株主資本等変動計算書 
（自 平成 22 年 4 月 1 日 至 平成 23 年 3 月 31 日） 

 

 （単位：千円） 

株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金

 

資本金 

資本準備
金 

資本剰余
金合計

利益準
備金 別途積

立金 
繰越利益
剰余金

利益剰余
金合計

株主資本
合計 

その他有価証券

評価差額金 

評価・換算差

額等合計

純資産
合計 

平成22年3月31日残高 1,000,000 566,500 566,500 179,830 5,718,662 2,968,089 8,866,581 10,433,081 183,071 183,071 10,616,153

当期変動額     

剰余金の配当（注）   △33,000 △33,000 △33,000  △33,000

当期純利益   339,501 339,501 339,501  339,501

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）     △152,501 △152,501 △152,501

 

当期変動額合計 
  306,501 306,501 306,501 △152,501 △152,501 154,000

平成23年3月31日残高 1,000,000 566,500 566,500 179,830 5,718,662 3,274,591 9,173,083 10,739,583 30,570 30,570 10,770,153

 

（注）平成 22 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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個 別 注 記 表 
 

当社の貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平

成 18 年法務省令第 13 号）の規定のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平

成 19 年総理府令第 52 号）により作成しております。 

なお、記載金額は、千円未満の端数を切捨てております。 

 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．固定資産の減価償却方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．引当金の計上基準 
 

その他有価証券 
時価のあるもの …決算日の市場価格等に基

づく時価法を適用 
 (評価差額は全部純資産

直入法により処理し、
売却原価は総平均法に
より算定) 

時価のないもの … 総平均法による原価法 
 
有形固定資産 

定率法により償却しております。なお、
主な耐用年数は以下のとおりです。 

建   物 …     １５年 
器具備品 … ４ ～ ６年 

 
無形固定資産 

定額法により償却しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づき償
却しております。 
 

（１）貸倒引当金 
売上債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。 

（２）投資損失引当金 
投資先会社への投資に係る損失に備え

るため投資先の財政状態等を勘案して、
投資有価証券について必要額を計上し
ております。 
（追加情報） 
実質価額が低下したものの回復可能性

が見込めると判断した投資有価証券に
ついて、将来の予測に不確実な要因があ
るため、財務健全性の観点から投資損失
引当金を計上することにしたものであ
ります。なお、当事業年度において、投
資損失引当金繰入額 90,000 千円を特別
損失に計上しております。 

（３）賞与引当金 
従業員に対する賞与の支給に充てるた

め、当社所定の計算方法による支給見込
額に基づき計上しております。 
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 （４）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見積額
に基づき、計上しております。 
なお、退職給付債務の見積額は、簡便

法(退職給付に係る期末自己都合要支給
額を退職給付債務とする方法)により計
算しております。  

（５）役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社内規に基づく期末要支給見積額
を計上しております。 

 
４．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 
 
 
５．重要な会計方針の変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜
方式によっております。 

 

資産除去債務に関する会計基準等の適用 

当事業年度より、「資産除去債務に関する

会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20

年 3 月 31 日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用し

ております。 

これにより、当事業年度の営業利益及び経

常利益は937千円、税引前当期純利益は3,073

千円それぞれ減少しております。 

 

                                    

 

２.貸借対照表に関する注記 

(１) 有形固定資産から控除した減価償却累計額は、144,579 千円 であります。 

(２) 親会社株式 

固定資産（関係会社株式）  583,968 千円  

 

３.損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高（営業取引以外の取引） 
受取配当金       21,965 千円                   
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４.株主資本等変動計算書に関する注記 

(１)当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

   普通株式   825,000 株 

 

(２)配当に関する事項 
 

① 配当金支払額 

平成22年6月25日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 

配当金の総額 33,000 千円 

1 株当たり配当額 40 円 

基準日 平成 22 年 3 月 31 日 

効力発生日 平成 22 年 6 月 26 日 

  

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

平成 23 年 6 月 27 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事

項を次のとおり提案しております。 

 

配当金の総額 33,000 千円 

1 株当たり配当額 40 円 

基準日 平成 23 年 3 月 31 日 

効力発生日 平成 23 年 6 月 28 日 

なお、配当原資については利益剰余金とすること

を予定しております。 
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５.税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
     47,182千円 

         35,849千円 

         13,476千円 

          3,732千円 

          5,949千円 

          3,466千円 

          3,467千円 

         11,910千円 

36,900千円 

4,482千円 

35,483千円 

201,900千円 

        

         

62,381千円 

24,710千円 

3,222千円 

90,315千円 

         111,585千円 

賞与引当金 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
ゴルフ会員権評価損 
貸倒引当金 
その他有価証券評価差額金 
投資有価証券評価損 
未払広告宣伝費 
投資損失引当金 
資産除去債務 
その他 

繰延税金資産の合計 
 
繰延税金負債 
    負ののれん償却額 

その他有価証券評価差額金 
その他 

繰延税金負債の合計 
繰延税金資産の純額 
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６.リースにより使用する固定資産に関する注記 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成 20 年

3 月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、その内容は次の通りであります。 

〈借主側〉 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

器具備品

取得価額

相当額

― 千円

減価償却累計額

相当額

― 千円

期末残高 

相当額 

―千円 

 

 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 ― 千円 

１年超 ― 千円 

合  計 ― 千円 

 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

支払リース料 

減価償却費相当額 

支払利息相当額 

40

36

0

千円 

千円 

千円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。 

（５）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。 

   （６）減損損失について 

      リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略しておりま

す。 
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7.金融商品に関する注記 
1.金融商品の状況に関する事項 

当社は短期預金、短期債券、未収委託者報酬及び投資有価証券等の金融資産を有

しております。一方、未払金（未払手数料）、未払法人税等の金融負債を有してお

ります。なお、デリバティブ取引は行っておりません。 
これらの金融資産に関わるマーケットリスク、取引先リスク、流動性リスク、な

らびに金利変動リスク等を管理するため、社内規程等に従い、ポジション枠や与信

枠等の適切な管理に努めております。 
 

2.金融商品の時価等に関する事項 
平成 23 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。 
  （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 
(1)現金及び預金 5,493,082 5,493,082 ―

(2)有価証券 3,298,316 3,298,316 ―

(3)未収委託者報酬 765,032 765,032 ―

(4)投資有価証券 592,359 592,359 ―

(5)関係会社株式 583,968 583,968 ―

(6)未払金（未払手数料） 366,716 366,716 ―

(7)未払法人税等 148,219 148,219 ―

 
（注 1）金融商品の時価の算定方法 

（1）現金及び預金、（3）未収委託者報酬、（6) 未払金（未払手数料）、(7) 未払

法人税等 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 
（2）有価証券、（4）投資有価証券、（5）関係会社株式 

         これらの時価について、上場株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は 
 日本証券業協会が公表する価格等、投資信託は公表されている基準価額等によ 
 っております。 

（注 2）非上場株式に関する事項 
非上場株式（701,961 千円）は市場価額がなく、かつ将来キャッシュフロー

を見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「（4）投資有価証券」には含めておりません。 
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8.関連当事者との取引に関する注記 

関係内容 

属
性 

会
社
等
の
名
称 

住所 
資本金 

(千円) 

事業の内容

又は職業 

議 決権

等 の所

有 （被

所 有）

割合 
役員の

兼任等

事業上の

関係 

取引の内容
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円)

親
会
社
の
子
会
社 

岡
三
証
券
株
式
会
社 

東京都 

中央区 
5,000,000 証券業 

 

（直接

2.30%）

 

 

出向 

3 名 

当社ﾌｧﾝﾄﾞ

の募集取扱

支払手数料

の支払 

（注 2） 

3,667,811 
未払手

数料
257,814

 

(注) 1.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 2.取引条件及び取引条件の決定方針 

  過去の取引条件及びファンドの商品性を勘案して決定しております。 

  

9.1 株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

13,054 円 73 銭

411 円 51 銭

 



 

 11

 

10.その他の注記 

（有価証券関係） 

（１）その他有価証券で時価のあるもの                （単位：千円） 

 種類 貸借対照表 取得原価 差額 

  計上額   

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

（１）株式 658,896 605,961 52,934

 （２）債券  
 ①国債・地方債等 1,798,914 1,798,804 109

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

 （３）その他 312,454 305,229 7,224

 小計 2,770,265 2,709,995 60,269

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないも
の 

 

（１）株式 
12,350 12,350 0

 （２）債券  
 ①国債・地方債等 1,499,402 1,499,484 △82

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

 （３）その他 192,627 201,000 △8,372

 小計 1,704,379 1,712,834 △8,455

 合計 4,474,644 4,422,830 51,813

 
 

（２）当会計年度中に売却したその他有価証券 
 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

104,550 千円 2,416 千円 1,756 千円 

  

（３）時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表評価額 
 

その他有価証券  

 
非上場株式 701,961 千円

 
（４）その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 
  1 年以内 1年超5年以内 5年超10年以内  10 年 超

 （千円） （千円） （千円）  （千円） 

①債券       
国債・地方債等  3,298,316 ― ―  ―
社債  ― ― ―  ―

その他  ― ― ―  ―
②その他  ― 399,387 3,172  ―

合 計  3,298,316 399,387 3,172  ―
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（退職給付関係） 

 

（１）採用している退職給付制度の概要 
 
当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、岡

三証券株式会社を運営管理機関とする証券総合型確定拠出年金制度に加入してお
ります。 

 
（２）退職給付債務に関する事項 

退職給付引当金 87,438 千円 

 
（３）退職給付費用に関する事項 

勤務費用 12,195 千円 

確定拠出年金への掛金拠出額 6,031 千円 

退職給付費用 18,227 千円 

 
（４）退職給付債務の計算基礎に関する事項 

 
当社は簡便法を採用しております。 

  


